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太良町民間賃貸住宅等建設促進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町民の住環境の向上と移住・定住の促進を図るため、太良町内

に賃貸住宅又は立地企業の従業員宿舎（以下「民間賃貸住宅等」という。）を建設

する者に対し、予算の範囲内において太良町民間賃貸住宅等建設促進事業補助金

（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、太良町補

助金等交付規則（平成８年太良町規則第９号。）に定めるもののほか、この要綱に

定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 賃貸住宅 次に掲げる全ての要件を満たすものをいう。 

 ア 賃貸契約を締結して賃貸する一戸建ての住宅又は共同住宅であること。 

イ 各戸に玄関、トイレ、浴室及び台所が設置されていること。 

ウ 敷地内に住戸１戸当たり１台以上の専用駐車場が確保されていること。 

エ 新築（中古資材を使用したものは除く）であること。 

オ 合併処理浄化槽又は漁業集落排水設備に接続していること。 

カ 建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）、その他関係法令

の基準に適合していること。 

キ 組立て式仮設建築物等の簡易なものではないこと。 

ク 公共事業その他補助事業等により補償を受けて新築するものではないこと。 

(２) 立地企業 本町に事業所を有する法人又は新たに本町に事業所を設ける法人

をいう。 

(３) 従業員宿舎 立地企業法人に雇用される従業員を入居させる住宅をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次に定める全ての要件を満たしている者と

する。 

(１) 町内に民間賃貸住宅等を建設し、所有者となる法人又は個人 

(２) 町税、使用料、手数料及びその他本町に対する債務を滞納していない者   

(３) 民間賃貸住宅等の建設に当たり、町との事前協議が可能な者 

  (４) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団と密接な関係

を有する者ではない者 

(５) 宗教法人法（昭和26年法律第126号）第２条に規定する宗教法人ではない者 

（６） 民間賃貸住宅等建設後、入居状況報告が可能な者  
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（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる民間賃貸住宅等の要件は、次に掲げる全ての要件

を満たすものとする。 

(１)  ２戸以上の戸建て住宅又は１棟当たり２戸以上の共同住宅であること。 

  (２)  １戸当たりの床面積（共同住宅にあっては、共用部分の床面積を除く。以下

同じ。）が30平方メートル以上の独立した住宅であること。 

(３)  補助金の交付を受けた日から10年を経過する日までの間（以下「管理期間」

という。）民間賃貸住宅等の用に供すること。 

  (４)  当該住所地を住民基本台帳に登録する者が入居すること。 

(５) 個人の住宅建設者にあっては、当該個人及びその２親等以内の親族を入居さ 

せるためのものでないこと。 

(６) 法人の住宅建設者にあっては、当該法人の役員等（会社法（平成17年法律第

86号）第423条で定める役員等をいう。）及びその２親等以内の親族を入居させ

るためのものでないこと。 

（補助金の額及び実施期間） 

第５条 補助金の額は、別表のとおりとする。また、実施期間は令和５年度までとす

る。ただし、町長が必要と認めたときは、この限りでない。 

（事前協議及び受給資格の認定） 

第６条 補助金の申請予定者は、工事着手する前に民間賃貸住宅等の整備内容につい

て、太良町民間賃貸住宅等建設促進事業補助金事前協議書（様式第１号）に次に掲

げる書類を添えて、町長に対し事前協議を行わなければならない。 

(１) 設計図書等 

ア 建物付近の見取図及び建設予定地の現況写真 

イ 建物、駐車場及び附帯設備等の配置図 

ウ 建物の平面図及び立面図 

エ 建物の全体及び各住戸の求積図 

(２) 建築工事費の見積書の写し 

(３) 法第６条第１項の規定に該当する建物にあっては、確認済証の写し 

(４) 町税等の納税を証明する書類 

(５) 暴力団等でない旨の誓約書兼同意書（様式第２号） 

(６) 申請予定者が法人にあっては、履歴事項全部証明書の写し 

(７) その他町長が必要と認める書類 

２ 町長は前項の規定による事前協議書の提出があったときは、その内容を審査し、

要件に適合する場合は、太良町民間賃貸住宅等建設促進事業補助金受給資格認定通

知書（様式第３号）により申請予定者に通知し、適合しない場合は、太良町民間賃

貸住宅等建設促進事業補助金受給資格不認定通知書（様式第４号）により申請予定
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者に通知するものとする。 

（事業の着手） 

第７条 太良町民間賃貸住宅等建設促進事業（以下「事業」という。）の着手は、前

条第２項の規定による認定を受けた日から６か月以内に行わなければならない。 

（事前協議及び受給資格の変更認定） 

第８条 第６条の規定により、事業の受給資格認定を受けた者（以下「認定者」とい

う。）で、当該認定申請に係る内容を変更又は中止しようとするときは、太良町民

間賃貸住宅等建設促進事業補助金受給資格認定変更協議書（様式第５号）に次に掲

げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

(１) 変更の内容が確認できる図面等 

(２) その他町長が必要と認める書類 

２ 町長は前項の規定による変更協議書の提出があったときは、その内容を審査し、

太良町民間賃貸住宅等建設促進事業補助金受給資格変更承認（中止承認）通知書

（様式第６号）により認定者に通知するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第９条 認定者は、事業が完了し、補助金の交付を受けようとするときは、太良町民

間賃貸住宅等建設促進事業補助金交付申請書兼実績報告書（様式第７号）に次に掲

げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

 (１) 建物の表示に関する登記事項証明書 

(２) 工事請負契約書の写し 

(３) 工事費の支出を証する書類 

(４) 建物、駐車場及び附帯設備等の完成写真  

(５) 法第６条第１項の規定に該当する建物にあっては、法第７条第５項に規定す

る検査済証の写し 

(６) その他町長が必要と認める書類 

２ 前項の規定により提出された申請書は、額の確定のための実績報告を兼ねるもの

とする。 

（補助金の交付決定及び額の確定） 

第10条 町長は前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及

び現地調査等を行い、補助金の交付の可否及び額を決定し、太良町民間賃貸住宅等

建設促進事業補助金交付決定通知書兼額の確定通知書（様式第８号）により当該認

定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第11条 前条の規定により、交付の決定を受けた者が補助金の交付を受けようとする

ときは、速やかに太良町民間賃貸住宅等建設促進事業補助金交付請求書（様式第９

号）を町長に提出しなければならない。 
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（補助金の交付の取消し及び返還） 

第12条 町長は、交付の決定を受けた者が次に掲げる各号のいずれかに該当すると認

められた場合は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取消し、既に交付した補助

金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

(１) 偽りその他不正な手段により交付決定を受けたとき。 

(２) この要綱の規定に違反する行為があったとき。 

(３) 管理期間に当該民間賃貸住宅等を取り壊し、改築し、又は用途を変更したこ

とにより第４条に規定する民間賃貸住宅等の要件を欠いたとき。 

(４) 民間賃貸住宅等の所有権を他人に譲渡し、若しくは転売した場合であって、

管理期間に民間賃貸住宅等の要件を欠き、又は新たな所有者が第３条に規定す

る補助対象者の要件を満たしていないと認めたとき。 

２ 前項の規定に関わらず、災害その他の理由により民間賃貸住宅等として引き続き

管理することが困難であると町長が認めたときは、この限りではない。 

（地位の承継） 

第13条 認定者が管理期間にあって次の各号に掲げる事由に該当した場合は、当該各

号に定める者が地位承継承認申請書（様式第10号）を町長に提出し、承認を受けな

ければならない。 

(１) 個人である補助事業者が死亡した場合 その相続人 

(２) 法人である補助事業者が合併等をした場合 合併等により設立された法人 

(３) 補助事業者が賃貸住宅を譲渡した場合 その譲受人 

２ 町長は、前項の規定による申請を承認したときは、地位承継承認通知書（様式第 

11号）により通知するものとする。 

（補則） 

第14条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この要綱で定める第12条及び第13条の規定については、補助金の交付対象となっ

た民間賃貸住宅等の管理期間において、事業終了後もなお、その効力を有する。 
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別表（第５条関係） 

１戸当たりの床面積 補助金額 

30 平方メートル以上 50平方メートル未満 150 万円 

50 平方メートル以上 70平方メートル未満 200 万円 

70 平方メートル以上 250 万円 

 

 


